
静岡県障害者差別解消条例の改正について

(障害者支援局障害者政策課)

１ 概 要

・障害者差別解消法の改正法が令和３年６月４日に公布された。

・改正法及び今後改定される国の「障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本

方針」を踏まえ、本県の障害者差別解消条例を改正する。

２ 法改正の概要

(1)国及び地方公共団体の連携協力の責務の追加

(2)事業者による「合理的配慮の提供」の義務化（これまでは努力義務）

(3)差別解消のための支援措置の強化

・国及び地方公共団体による差別に関する相談員の育成又は確保

・地方公共団体による差別解消の取組に関する情報収集、整理及び提供

※施行期日は公布の日から起算して３年を超えない範囲において政令で定める日

３ 最近の動き

・改正障害者差別解消法に基づく国の基本方針は改定時期が遅れる見通しとなってい

る。内閣府は、令和４年度中の決定とすることを障害者政策委員会に示している。

４ 対応方針（案）

・国の基本方針の内容について条例改正に反映させる必要があることから、本県の条

例について、令和５年度中の改正を目指す。

・令和４年度については、民間事業者に対する周知・啓発を強化するため、民間事業

者に対する差別解消に関するアンケートと、法改正及び障害者差別に関する出前講座

をオンラインにて実施する予定。

５ 作業スケジュール（案）

時期 内 容

令和４年度

10月～ 主要民間事業者団体へアンケート説明及び出前講座案内

11月 アンケート調査

1月～ 出前講座（オンライン開催）

3月 アンケート結果報告

令和 5年度
－ 条例改正案作成

－ 条例改正案に対する障害福祉団体との意見交換
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都道府県名 改正時期 備考

1 北海道 検討中（具体的な予定なし） 法律の施行日に合わせての改正を予定

2 栃木県 検討中（来年度）
法律の施行日までに改正できれば良いと考えてい
る。

3 埼玉県 検討中（具体的な予定なし） 国から情報が示されるのを待っている。

4 石川県 検討中（具体的な予定なし） 国から情報が示されるのを待っている。

5 福井県 検討中（具体的な予定なし） 国から情報が示されるのを待っている。

6 山梨県 検討中（来年度） 法律の施行日に合わせての改正を予定

7 岐阜県 検討中（具体的な予定なし）
国から情報が示されるのを待っている。
（議員提案条例なので、執行部から動きにくい）

8 愛知県 検討中（具体的な予定なし） 国から情報が示されるのを待っている。

9 三重県 検討中（具体的な予定なし）
国から情報が示されるのを待っている。
（国の基本方針の公表の遅れを踏まえ、改正作業
をストップしている）

10 愛媛県 検討中（具体的な予定なし） 国から情報が示されるのを待っている。

11 福岡県 検討中（来年度）
既に民間事業者の合理的配慮も義務化しているた
め、国の基本方針の内容を踏まえ、改正の必要が
あるかどうかを検討

12 佐賀県 検討中（具体的な予定なし） 国から情報が示されるのを待っている。

13 長崎県 検討中（具体的な予定なし） 国から情報が示されるのを待っている。

14 宮崎県 検討中（具体的な予定なし） 国から情報が示されるのを待っている。

資料1-2

障害者差別解消法改正に伴う条例改正の他県状況

・令和３年12月の全国調査で「法改正を受けて条例の改正を検討する」と回答があった14

道県に聞き取り

・今年度中の改正を予定しているところはゼロであり、「国の情報（基本方針）を待っ

て」との回答が大半



静岡県障害者差別解消条例の条例の改正に伴う民間事業者へのアンケート調査について

(障害者支援局障害者政策課)

１ 概要

今回の法改正により、今まで努力義務とされていた民間事業者の合理的配慮

の提供が義務化となることから、民間事業者に対し、障害者差別解消法及び障

害者差別解消条例の認知度並びに合理的配慮の実施状況等を把握するため、ア

ンケート調査を実施する。

２ 調査対象

「障害を理由とする差別解消推進県民会議」に参画をしている 267 団体のう

ち、障害のある人が利用する頻度が高い商業、交通、教育分野の業界団体等

計 37 団体に対し、アンケート調査を依頼する（団体を経由できない場合は直

接依頼）。

３ スケジュール（案）

４ 質問事項

資料１－４参照

時期 内容

10 月下旬 業界団体説明

11 月 アンケート調査（ふじのくに電子申請システムにより回答）

令和５年

３月(予定)
静岡県障害者差別解消推進協議会にて結果公表

分野 調査対象団体名 団体数

１ 商業

静岡県経営者協会、静岡県銀行協会

静岡県信用金庫協会、静岡県商工会議所連合会

静岡県中小企業団体中央会 等

26

２ 交通

静岡県バス協会、静岡県タクシー協会

伊豆急行株式会社、伊豆箱根鉄道株式会社

岳南鉄道株式会社、静岡鉄道株式会社 等

９

３ 教育 ふじのくに地域・大学コンソーシアム、静岡県私学協会 ２
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資料１－４

民間事業者へのアンケート調査質問事項一覧

質問内容 備考

1 事業所名 必須

2 電話番号 必須

3 メールアドレス 必須

4 担当者名 必須

5 事業内容 選択・必須

6 従業員数 選択・必須

7 差別解消法を知っているか 選択・必須

8 合理的配慮の義務化について知っているか 選択・必須

9 障害のあるお客様に接する機会 選択・必須

10 障害のあるお客様からの合理的配慮の申し出 選択・必須

11 配慮ができなかったことがあるか 配慮の申し出があった人のみ回答 選択・必須

12 配慮の提供ができなかった理由 配慮ができなかったことがある、両方ある方のみ回答 選択・必須

13 配慮の内容 配慮ができなかったことがない、両方ある方のみ回答 選択・必須

14 合理的配慮を提供するために取り組んでいること 選択・必須

15 合理的配慮の提供のために取り組んでいる内容 取り組んでいることがあると回答した人のみ回答 選択・必須

16 合理的配慮の提供にあたって障壁となること 選択・必須

17 合理的配慮の提供にあたり行政に期待すること 選択・必須

18 差別の解消に関する意見、要望 自由記載

Ⅰ　事業所の基本的な情報について

Ⅱ　障害のあるお客様への合理的な配慮の実施状況について


